
 

 

 

 

決算公告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 7期 

自 平成 28年 4月 1日 

至 平成 29年 3月 31日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

BNPパリバ証券株式会社 

東京都千代田区丸の内一丁目 9番 1 号グラントウキョウノースタワー 

 



1 

貸 借 対 照 表 

平成 29年 3月 31日現在 

（単位：百万円） 

科  目 金  額 科  目 金  額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

流 動 資 産 9,034,304 流 動 負 債 8,875,383 

 現 金 ・ 預 金 93,671  ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 722,958 

 預 託 金 400   商 品 有 価 証 券 等 483,833 

  顧 客 分 別 金 信 託 400   デ リ バ テ ィ ブ 取 引 239,125 

 ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 1,465,814  有 価 証 券 担 保 借 入 金 7,724,332 

  商 品 有 価 証 券 等 1,197,059   有価証券貸借取引受入金 2,642,468 

  デ リ バ テ ィ ブ 取 引 268,754   現 先 取 引 借 入 金 5,081,864 

 約 定 見 返 勘 定 1,000,686  預 り 金 1,315 

 有 価 証 券 担 保 貸 付 金 6,337,354   顧 客 か ら の 預 り 金 266 

  借 入 有 価 証券 担 保金 4,250,190   そ の 他 の 預 り 金 1,048 

  現 先 取 引 貸 付 金 2,087,163  受 入 保 証 金 7,700 

 立 替 金 2,083   そ の 他 の 受 入 保 証 金 7,700 

  そ の 他 の 立 替 金 2,083  受 取 差 金 勘 定 223 

 短 期 差 入 保 証 金 79,825  短 期 借 入 金 406,902 

  先 物 取 引 差入 証 拠金 1,928  前 受 金 1 

  そ の 他 の 差入 保 証金 77,897  未 払 金 9 

 前 払 費 用 272  未 払 費 用 5,327 

 未 収 入 金 3,921  未 払 法 人 税 等 1,651 

 未 収 収 益 50,277  繰 延 税 金 負 債 2,758 

 そ の 他 の 流 動 資 産 0  賞 与 引 当 金 2,201 

 貸 倒 引 当 金 △3  そ の 他 の 流 動 負 債 0 

    

固 定 資 産  58,144 固 定 負 債 4,009 

 有 形 固 定 資 産 1,631  退 職 給 付 引 当 金 2,212 

  建 物 付 属 設 備 920  賞 与 引 当 金 1,549 

  器 具 備 品 710  そ の 他 の 固 定 負 債 248 

 無 形 固 定 資 産 54,983   

  の れ ん 54,960 特 別 法 上 の 準 備 金 3,042 

  電 話 加 入 権 13  金融商品取引責任準備金 3,042 

  ソ フ ト ウ ェ ア 9 負 債 合 計 8,882,435 

 投 資 そ の 他 の 資 産 1,529 （純 資 産 の 部）  

  投 資 有 価 証 券 264 株 主 資 本 210,014 

  長 期 差 入 保 証 金 1,255  資 本 金 102,025 

  そ の 他 9  資 本 剰 余 金 99,025 

      資 本 準 備 金 99,025 

   利 益 剰 余 金 8,964 

    そ の 他 利 益 剰 余 金 8,964 

     繰 越 利 益 剰 余 金 8,964 

  純 資 産 合 計 210,014 

資 産 合 計 9,092,449 負債・純資産合計 9,092,449 
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損 益 計 算 書 

自平成 28年 4月 1日 至平成 29年 3月 31日 

（単位：百万円） 

科   目 金   額 

営 業 収 益   

 受 入 手 数 料  39,414 

  委 託 手 数 料 1,978  

  引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料 131  

  そ の 他 の 受 入 手 数 料 37,304  

 ト レ ー デ ィ ン グ 損 益  △32,709 

  株 券 等 ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 △43,939  

  債 券 等 ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 11,229  

 金 融 収 益  88,771 

  営 業 収 益 計  95,476 

金 融 費 用  52,813 

純 営 業 収 益  42,662 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  23,464 

 取 引 関 係 費 3,634  

 人 件 費 11,126  

 不 動 産 関 係 費 1,288  

 事 務 費 847  

 減 価 償 却 費 4,272  

 租 税 公 課 1,559  

 そ の 他 736  

営 業 利 益  19,197 

営 業 外 収 益  57 

営 業 外 費 用  40 

経 常 利 益  19,215 

特 別 利 益  0 

 償 却 債 権 取 立 益 0  

特 別 損 失  28 

 固 定 資 産 除 却 損 28  

税 引 前 当 期 純 利 益  19,186 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  2,806 

法 人 税 等 調 整 額  1,334 

当 期 純 利 益  15,046 
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1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1-1. トレーディング商品の範囲 

 当社は、トレーディング目的で行う自己の計算に基づく有価証券の売買取引、有価

証券指数等先物取引、有価証券オプション取引、外国市場証券先物取引及び次の各号

に規定する取引の結果として保有する商品をトレーディング商品としております。 

(1) 先物取引 

(2) 先渡取引 

(3) オプション取引 

(4) スワップ取引 

(5) 外国通貨に係る取引 

(6) 上記(1)から(5)に類似する取引 

1-2. 有価証券及びデリバティブ取引等の評価基準及び評価方法 

(1) トレーディング商品に属する有価証券及びデリバティブ取引等は時価法により

評価しております。 

(2) トレーディング商品に属さないその他有価証券は時価を把握することが極めて

困難と認められるものであり、移動平均法による原価法により評価しております。 

1-3. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

 定額法を採用しております。主な耐用年数は以下の通りです。 

・建物付属設備 6年～18年 

・器具備品 4年～15年 

(2) 無形固定資産 

 のれんについては 20年にわたり定額法にて償却をしております。 

 自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年）に基

づく定額法を採用しております。 

1-4. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金は未収収益等の貸倒損失に備えるため、個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金は、従業員に対する賞与の支払に備えるため、所定の計算方法により

算出した支払見込額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債

務の見込額に基づき計上しております。 
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1-5. 特別法上の準備金の計上基準 

 金融商品取引責任準備金は、有価証券の売買その他の取引又はデリバティブ取引等

に関して生じた事故による損失に備えるため、金融商品取引法第 46条の 5第 1項の規

定に基づき計上しております。 

1-6. 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

1-7. 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

2. 貸借対照表に関する注記 

2-1. 担保に供した資産及び担保に係る債務 

(1) 担保に供した資産 

（単位：百万円） 

現金・預金 7,826 

トレーディング商品 398,461 

  計 406,288 

 

(2) 担保に係る債務 

（単位：百万円） 

短期借入金 406,902 

 

2-2. 有価証券等を差し入れた場合等の時価額 

（単位：百万円） 

消費貸借契約により貸し付けた有価証券 3,272,001 

現先取引で売却した有価証券 5,095,097 

差入証拠金代用有価証券（顧客の直接預託に係るものを除く｡） 37,675 

その他担保として差し入れた有価証券 433,729 

  計 8,838,504 
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2-3. 有価証券等の差し入れを受けた場合等の時価額 

（単位：百万円） 

消費貸借契約により借り入れた有価証券 6,216,277 

現先取引で買い付けた有価証券 2,081,303 

その他担保として受入れた有価証券で自由処分権の付されたもの 36,126 

  計 8,333,707 

 

2-4. 減価償却累計額 

（単位：百万円） 

有形固定資産  

 建物付属設備 1,736 

 器具備品 1,844 

  計 3,581 

 

2-5. 関係会社に対する金銭債権債務 

（単位：百万円） 

短期金銭債権 1,846,835  

短期金銭債務 5,485,132  
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3. 税効果会計に関する注記 

3-1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（単位：百万円） 

繰延税金資産  

 繰越欠損金 19,852 

 賞与引当金 1,172 

 金融商品取引責任準備金 931 

 退職給付引当金 677 

 未払費用 715 

 固定資産 238 

 その他 215 

繰延税金資産小計 23,804 

評価性引当金 △20,951 

繰延税金資産合計 2,852 

  

繰延税金負債  

 未収配当金 5,522 

 その他 87 

繰延税金負債合計 5,610 

  

繰延税金負債の純額 2,758 
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4. 関連当事者との取引に関する注記 

4-1. 関連当事者との取引 

(1) 親会社 

（単位：百万円） 

種 類 
会社の 
名称 

議決権の
所有（被
所有）割

合 

関連当事
者との 
関係 

取引の 
内容 

取引金額 科 目 期末残高 

親会社 
BNPパリ
バ S.A. 

被所有 
直接 100% 

金融商品
の取引及
び役務の
提供 

デリバ
ティブ取

引 

― 
（注 1） 

デリバティブ
取引（資産） 

1,952 

デリバティブ
取引（負債） 

34,109 

その他の差
入保証金 

35,293 

現先取引 

― 
（注 1） 

現先取引 
貸付金 

1,775,492 

― 
（注 1） 

現先取引 
借入金 

5,081,864 

有価証券
の売買 

― 
（注 1） 

約定見返 
勘定 

242,653 

金銭消費
貸借 

― 
（注 1） 

短期借入金 401,902 

移転価格 36,518 未収収益 27,801  

（注）取引条件は市場実勢や独立第三者間取引を参考に当事者間の協議にて決定しております。 

（注 1）短期反復的取引であるために取引金額は開示しておりません。  
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(2) 兄弟会社 

（単位：百万円） 

種 類 
会社の 
名称 

議決権の
所有（被
所有）割

合 

関連当事
者との 
関係 

取引の 
内容 

取引金額 科 目 期末残高 

親会社の
子会社 

BNPパリ
バ・アー
ビトラー

ジ 

なし 
金融商品
の取引 

デリバ
ティブ取

引 

― 
（注 1） 

デリバティブ
取引（資産） 

232,259 

― 
（注 1） 

デリバティブ
取引（負債） 

202,885 

有価証券
の貸付取

引 

― 
（注 1） 

有価証券貸
借取引受入

金 
1,261,989 

有価証券
の売買 

― 
（注 1） 

約定見返 
勘定 

725,988 

（注）取引条件は市場実勢や独立第三者間取引を参考に当事者間の協議にて決定しております。 

（注 1）短期反復的取引であるために取引金額は開示しておりません。 

 

5. 1株当たり情報に関する注記 

1株当たり純資産額 104,458円 62銭 

1株当たり当期純利益 7,483円 86銭 

 

6. 重要な後発事象に関する注記 

 該当ありません。 

 


